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別紙１ 

高精度測位社会の実現に向けた東京駅周辺における実証実験の概要 

 

 

■目的 

 2020 年の東京オリンピック・パラリンピック開催時に、高精度な測位環境

を活用した様々なサービスが実現できる環境づくりに向けて、サービス実現に

必要となるインフラの効率的かつ効果的な整備手法等を明らかにすること。 

 

■実施場所 

 東京駅周辺（主に東京駅丸の内側の地上地下） 

 

■実施体制 

 本実証実験は、国土交通省が、東京駅周辺における先行的なプロジェクトの

実施に向けた検討を行うために設置した「東京駅周辺高精度測位社会プロジェ

クト検討会」の実証実験ワーキンググループにおける検討をもとに、実証実験

への無償での協力公募に賛同頂いた協力団体とともに実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京駅周辺高精度測位社会 

プロジェクト検討会 

 

運用検討

ＷＧ 

 

 エヌ・ティ・ティ・ブロードバ

ンドプラットフォーム(株) 

 ジェイアール東日本コンサル

タンツ(株)  

 東海旅客鉄道(株) 

 東京地下鉄(株)  

 日本電信電話(株） 

 東日本旅客鉄道(株) 

 三菱地所(株) 

 東京都 

 千代田区 

 

 アイサンテクノロジー(株) 

 朝日航洋(株) 

 NPO 法人位置情報サービス

研究機構  

 (株)インテック  

 (株)エムティーアイ  

 (株)エンプライズ  

 国際航業(株) 

 シーエスアール(株) 

 ジャパンシステム(株) 

 大日本印刷(株)  

 凸版印刷(株) /リベラ（株）

 日本マイセロ(株) 

 (株)パスコ  

 (株)日立製作所  

 (株)リコー  

実証実験ＷＧ 

実証実験協力団体
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■検証事項等 

屋内外シームレスなナビゲーションや避難誘導等のサービス実現に必要とな

るインフラである①電子地図、②測位環境、③付加情報それぞれについて、以

下の検証等を行う。 

 

 ① 複数施設管理者に跨るエリアでの基盤となる電子地図  

   国土交通省が、既存フロアマップ等をもとにした屋内外シームレス地図

の作成を試行し、参加団体がサービスへの活用を想定した検証を行うこと

で、サービスの基盤となる地図の作成に必要な情報等を明らかにする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■実証概要 

 

 

■目指す成果のイメージ 

サービスの共通の基盤となる地図の作成に必要な情報等の整理 

 
※レーザー計測により新規に地図を作成する場合のメリット、コスト等も整理し、上

記既存のデータ等をもとに作成する手法と比較・検証（現地での計測は行わず、机

上で整理）。【アイサンテクノロジー（株）、朝日航洋（株）、（株）パスコ 】 

既存のデータ等をもとに作成

屋外：基盤地図情報

屋内外シームレスな地図
（東京駅周辺の一部）

屋内：A社フロアマップ 屋内：B社案内地図

用途（サービス）別地図汎用的な基盤地図

管理者A

管理者B

管理者C

・・・

バリアフリーマップ

ナビゲーションマップ

店舗マップ

測位基盤マップ

？
各
種
サ
ー
ビ
ス

・OpenStreetMap の手法等による屋内地

図の作成実証【国際航業（株）】 

・測位基盤地図の作成、API 配信【日本

マイセロ（株）】  

・サービスへの活用を想定した地図の検

証・評価【各社】 

活用・

検証 
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 ② 屋内外の測位環境  

  ・衛星測位が困難なビル街で、既設置の Wi-Fi を用いた測位で屋外測位を

補完する手法を検討する。 

・測位手法の確立していない屋内で、低コストかつ高精度な屋内測位を実現

する手法を明らかにするため、国土交通省及び参加団体が、Wi-Fi、BLE

（Bluetooth Low Energy）、非可聴音など複数の測位手法により屋内測

位、屋内外シームレス測位の実証実験を行い、比較・検討する。  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■実証実験エリア 

 
ⓒ株式会社ゼンリン 許諾番号 Z14LE 第 623 号

■目指す成果のイメージ 

 

場所の特性

測位手法等の特徴

考慮すべき要素

・・・

・・・

・・・
実際に測位機器を設置
できる環境（場所的な制約）

Wi‐Fi BLE 非可聴音 PDR地磁気

出入り口 吹き抜け 柱が多い場所 通行量の多い場所 分岐点

精度を上げる上で望まし
い機器の種類、配置方法

イニシャル・メンテナンス
コスト、ビジネスモデル

GPS 画像

※同一の場所、条件で 12 もの団体の参加・協力により測位手法等を比較・検証

するのは全国初の取組【NPO 法人位置情報サービス研究機構、(株)インテック、

(株)エムティーアイ、(株)エンプライズ、国際航業(株)、シーエスアール(株)、

ジャパンシステム(株)、大日本印刷(株)、凸版印刷(株)/リベラ（株）、日本電

信電話(株)、(株)日立製作所、(株)リコー】 

場所やパターンに応じた最適な測位機器の設置方針の整理 
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 ③ サービスに必要な付加情報等  

   国土交通省及び参加団体が、整備した地図や測位環境をもとにサービス

への活用を想定した検証を行うことで、サービスに共通的に必要となる付

加情報（POI 等）、サービス毎に必要となる付加情報、汎用性の高い位置情

報の API 等を明らかにする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■スケジュール 

測位実証の実施時期：平成 27 年 1 月下旬  
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実施項目 ９⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ ２⽉

①電子
地図

ベースマップ作
成

測位基盤地図作
成

②測位
実証

関係者調整・機
器設置手続き等

事前調査・準備

Wi-Fi測位モ
ジュール作成・
提供

実証実験 実施

③付加情
報調査

標識情報等
現地調査

バリア情報調査

実証実験結果の検証・とり

まとめ

■実証概要 

 
■目指す成果のイメージ 

 

共通基盤（地図、測位環境）、API

C社
バリアフリー

A社
ナビゲーション

B社
避難誘導

・必要となるPOI
・付加情報の整備・更新手法 等

・・・

活用 評価・検証

独自調査

市販車いすによるバリア情報
の調査【日本電信電話(株)】

独自調査

屋内外の標識の位置、情
報の調査

サービスへの活用を想定した検証

サービス毎に必要
となる施設情報等

共通基盤となる施
設情報等

地物：改札、出入り口、階段・・・ 属性情報：位置、開設時間・・・

避難場所、非常口・・・店舗情報、・・・ スロープ、段差・・・

バリアフリーナビゲーション 避難誘導

・・・


